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0.1　世界の市場は本格
的なグローバリゼーショ
ンの時代を迎えた。そこ
においては、組織の行動
は、従来以上に、誠実か
つ透明でなければならな
い。また実質的にそうし
た行動を保証する組織内
体制を整えなければなら
ない。なぜなら、このよ
うな行動を通して、また
それを具体化するための
体制を確立することで、
企業その他組織は市場の
信頼と評価を得、さらに
グローバル・マーケット
そのものの健全な発展に
も貢献できるからである。

0.2　１９９９年、スイ
スのダボスで開催された
「世界経済フォーラム」
で、コフィ・アナン国連
事務総長は、世界的企業
のトップに対し、人権、
労働、環境などの多方面
にわたる企業の倫理実践
を呼びかけた。この事実
は、国際社会にあって、
今後、企業倫理の確立を、
法令遵守の徹底を、そし
て社会的説明責任を求め
る声が、ますます大きく
なっていくことを意味し
ている。

0.3　市場や国際社会の
動きに加え、企業その他
の組織で働く人々も誇り
をもって仕事に取り組み
たいと願っている。ほと
んどの人は、不正なこと
をやりながら生活したい

とは思ってはいない。自
分たちの職場で不正な取
引や良心に反するような
商慣習があれば、それに
疑問を発し、改善を求め
たいと考えているはずで
ある。本来、職場は各人
にとって「自己実現の場」
でなければならず、自己
の良心に反しながら苦し
み葛藤する場所ではない。

0.4　本規格は、以上の
問題意識をもって、企業
などの組織が市場からの
信認と評価を得られるよ
うな、国際社会の要請に
応えられるような、また
そこに身を置く人々の労
働環境を倫理という視点
から改善するようなマネ
ジメント・システムのあ
り方を体系化したもので
ある。

0.5　本規格の狙いは、
組織メンバーによる外部
機関への告発、外からの
強制的な摘発、あるいは
外部からのボイコットや
批判によってではなく、
組織が、自らの力で̶組
織メンバーの協力を得な
がら̶、不公正な商慣習、
違法行為、問題ある取引
慣行などを事前に発見し、
主体的に解決することに
ある。

組織がこうした能力を備
えるには、①かかる事態
が起こらないよう組織内
の法令遵守体制を構築し
機能させること、またさ

らに②組織メンバーや外
部利害関係者の意見やア
イディアを引き出し、
理想とする倫理規範や
理念を具体的に実践す
るための組織内体制を
確立することが必要で
ある。本規格では、①
を組織の「自浄メカニ
ズム」、②を「主体的改
善メカニズム」と呼ぶ。

0.6　本規格の基本的な
枠組みは図表１に示され
ている。

第１の「計画」は、各組
織が目指すべき倫理方針
を示し、その方針を具体
化させるための倫理綱領
（あるいはコンプライア
ンス・マニュアル）、実
施計画、内部規程などを
確立すること。

第２の「実施と運用」は、
それに基づき、倫理法令
遵守を進める上での中心
的な部署や責任者を決め、
そこを中心とした教育ト
レーニングやコミュニケ
ーション活動を展開する
こと。

第３の「監査」は、組織
の倫理方針や倫理綱領な
どが組織メンバーの間で
理解されているかどうか、
倫理法令遵守の担当部署
や報告相談制度は適切に
機能しているかどうか、
などを組織自らが監査す
ること。

第４の「経営層による見

0.　序文
0. 序文

1. 適用範囲

2. 引用規格

3. 定義

4. 倫理法令遵守マネジメン
ト・システムの要求事項

4.1. 一般要求事項

4.2. 倫理法令遵守の基本方
針と具体化

4.2.1. 倫理法令遵守の方針
策定

4.2.2. 倫理方針の公開と遵
守マニュアルの作成

4.3. 計画

4.3.1. 実施計画

4.3.2. 法令およびその他関
連する規則やルール

4.3.3. 内部規程

4.4. 実施と運用

4.4.1. 体制と責任

4.4.2. 教育と訓練

4.4.3. コミュニケーション

4.4.4. 倫理法令遵守マネジ
メント・システム文書

4.4.5. 文書管理

目次



r-BEC | ECS2000 v1.2

3
直し」は、これらの監査
結果を踏まえ、改善可能
な点を整理し見直しを実
施すること。たとえば、
倫理綱領の改訂、教育内
容や報告相談業務の改善
などがこれに含まれる。

このような倫理法令遵守
マネジメント・システム
が十分に機能するかどう
かは、すべての部門およ
び階層が組織の定めた倫
理方針や倫理綱領の内容
を理解し実践すること、
および組織の問題を自ら
の手で解決しようという
各人の主体性にかかって
いる。中でも、最高経
営責任者、経営層のコ
ミットメント（主体的
関与）は必要不可欠の
要素となる。

0.7　なお、本規格は、
構築すべきマネジメント・
システムの一般的な枠組
みを示すものであるが、
それが目指すところは、
あくまでも倫理法令遵
守のパフォーマンスを
高めることにある。つ
まり「自浄メカニズム」
さらには「主体的改善メ
カニズム」がより良く働
く組織をつくることにあ
る。したがって、組織の
倫理性を高めるという目
的を無視した複雑なシス
テムの構築は避けなけれ
ばならない。

0.8　本規格が求める基
本姿勢は、市場経済を前

提として「人権と自由」
および「社会的共生」と
いう２つの考え方に従い
ながら、各組織が倫理法
令遵守への取り組みを展
開していくことである。
「人権と自由」は民主主
義の根本的な前提であり、
これ無くして資本主義経
済は成り立たない。しか
しながら、人権と自由を
求めるだけで「公正な社
会」が自然と実現される
わけではない。人権や自
由という考え方は、さら
に「他のものと独立して
は十分な生活はできない」
という認識によって補わ
れなければならない。
「相互依存」というこの
認識が「社会的共生」と
いう実践的な考え方の根
拠となるわけである。社
会的共生とは、各組織が
決定・行動するに当たり、
自己と他者の利益を尊重
し、しかもそれが第三者
の厚生の改善につながる
よう努める、あるいは第
三者の不利益が不可避的
である場合、その不利益
を許容範囲内にとどめる
よう努力するという配慮
の原理である。

0.9　本規格は、各組織
が、これら２つの考え方
を基本に据え、自らが設
ける倫理規範を尊重し、
そして関連法令・条例・
その他ルールなどを遵守
することを求める。法令
やその他ルールの遵守に

ついては、各組織は、そ
れぞれの規模や業種・業
態・状況などに応じて、
特に注意を要すると考え
る法令やルールを整理し、
それらを中心とした倫理
法令遵守方針を作成しな
ければならない。

0.10　本規格は、各組織
に対して具体的な社会貢
献や社会的犠牲を強制す
るものではない。なお、
組織が主体的に何らかの
倫理的理想や倫理規範を
掲げる場合、同組織は、
具体的な実践方法を率直
に議論できる組織風土を
構築し、これを計画的に
実行していかなければな
らない。本規格では、こ
れを「主体的改善メカ
ニズム」と呼び、既述
の「自浄メカニズム」を
補うものと見なす。

0.11　本規格に規定され
る「倫理法令遵守マネジ
メント・システム」は、
必ずしも既存のマネジメ
ント・システムが持って
いる機能と分離して確立
する必要はない。既存の
マネジメント・システム
を活用することが有効で
あると思われる場合には、
既存のシステムを応用あ
るいは発展させる形で、
本規格の要求事項を満た
していけばよい。

4.4.6. 運用管理

4.4.7. 緊急事態への準備と
対応

4.5. 監査と是正措置

4.5.1. モニタリングと評価

4.5.2. 是正と予防措置

4.5.3. 記録

4.5.4. 倫理法令遵守マネジ
メント・システム監査

4.6. 経営層による見直し

4.7. 緊急事態後の抜本的な
見直し
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計画  (Planning phase)

経営層による倫理法令遵守の基本方針策定

倫理綱領・実施計画の作成、法令その他ルールの
整理

倫理法令遵守を確実なものとするための各種内規
作成

実施と運用 (Initiation and operation phase)

倫理法令遵守担当の設置、役割と権限

教育と訓練、コミュニケーションの促進

文書管理、運用管理、緊急事態

経営層による見直し (Revision and corrective 
action phase)

倫理法令遵守方針、綱領、内規などの改訂

監査や調査の結果を踏まえての改善

大幅な是正、マネジメント・システ
ムの見直し

監査 (Audit phase)

倫理方針、綱領、マニュアルなどの遵守状況の  
監視

倫理法令遵守マネジメント・システ
ム監査

監査や意識調査結果の整理と報告

f g

hi

図表１　「倫理法令遵守マネジメント・システム規格」の全体的な枠組み

1.　適用範囲
本規格は、組織が自ら掲
げる倫理規範の追求を目
的とした、また関係法令
や適正な業界ルールなど
の遵守を目的とした倫理
法令遵守マネジメント・
システムを構築する上で
満たすべき要求事項をま
とめたものである。

本規格の要求事項は、以
下の組織に適用される。

ａ） 公正かつ適正に業務

が行なわれるよう、倫理方
針、実施計画、内部規程、そ
の他の手順などを自ら定
め、管理し、維持し、改善
しようとする組織。

ｂ） 自らが作成した倫理
方針や倫理綱領、その他
の倫理法令遵守マネジメ
ント・システムが、本規格
の要求事項を満たしてい
ることを確認し、その事
実を公表しようとする組
織。

ｃ） 組織が与える社会的
影響の大きさを考慮に入
れ、自らの透明性を高め、
社会的説明責任を果たそ
うとする組織。

本規格に示されるすべて
の要求事項は、立地、活動
の規模や内容などの違い
に関わりなく、どのような
組織に対しても適用でき
るよう用意されている。し
たがって、これは、企業は
もとより、あらゆる組織・

団体に適用可能である。
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2.　引用規格

現時点では、引用規格
はない。

3.　定義
3.1　企業倫理とは̶実
践という視点に限定し̶、
公正かつ責任ある行動を
とるための組織内活動を
指す。ただし、これは     
「企業」における活動に限
定されない。その意味す
るところは、法令やルー
ルの遵守よりも広く、社
会規範の尊重なども含む。
なお、本規格では、これを
単に「倫理」とも呼ぶ。

3.2　倫理規範（倫理基
準・倫理原則など）とは、
法や規則といった外部か
らの一方的な要請ではな
く、組織自らが追求する
価値の体系を指す。たと
えば「社会の公器として
責任ある行動をとる」と
いった価値の表明は、倫
理規範と見なされる。

3.3　法令遵守（コンプ
ライアンス）とは、組織の
業務や組織が扱う財・サ
ービスに関連する法令や
その他ルールを守る組織
内活動を指す。

3.4　倫理法令遵守とは、
関係する法令やその他ル
ール（社会規範も含む）
を守り、さらには組織が
主体的に掲げる倫理規範
の具体的実践を促すため
の組織内活動を指す。

3.5　倫理方針（倫理法
令遵守の基本方針など）
とは、組織が行なう仕事
の内容、規模、扱うモノや
サービスの性格などを考
慮した上で設けられる組
織の倫理的目標を指す。
その中には、各組織が掲
げる倫理規範、業務上、重
視しなければならない法
令やその他ルールなどが
含まれる。

3.6　倫理綱領（倫理規
程、行動ガイドラインな
ど）とは、組織の倫理方針
を具体的な場面を想定し
ながらまとめた行動の指
針を指す。それは、誰にで
も簡単に理解でき、実践
しやすい内容をもったも
のでなければならない。

3.7　各種遵守マニュア
ル（倫理法令遵守の手引
きなど）とは、倫理綱領や
行動ガイドラインの内容
を踏まえ、ある特定の職
場や職種に応じて、ある
いは必要に応じて作成さ
れる、より一層具体的な
手引きを指す。

3.8　実施計画とは、倫理
方針を具体的に実現して
いくための年間を通じて
の計画を指す。たとえば、
教育訓練の実施時期や対

象者、教育を重点的に行
なう職場、報告相談シス
テムの段階的改善、倫理
意識を高揚させるための
コミュニケーション活動、
倫理法令遵守という視点
から行なう業務改善に関
する計画などである。

3.9　内部規程とは、倫理
法令遵守マネジメント・
システムが全体として適
切に機能するよう、作成
される組織内部の運用規
程を指す。たとえば、倫理
法令遵守を専門とする部
署の権限と責任の内容な
どである。

3.10　利害関係者（ステ
イクホールダー）とは、組
織の活動により直接的・
間接的な影響を受ける個
人あるいは集団を指す。    
たとえば、消費者、従業員、
職員、株主、債権者、取引
先、関連会社、地域住民、
政府関係機関などである。

3.11　組織とは、特に断
りのない限り、企業、教育
機関、病院組織、公益法人、
宗教法人、政府機関、政党
などの団体を指す。

3.12　経営層による見直
しとは、基本的に、最高経
営責任者のリーダーシッ
プに基づく見直しを指す。

ただし、最高経営責任者
がその役割を果たし得な
い状況（たとえば、緊急
事態）においては、それに
代わる内部機関や責任者
による見直しを意味 す
る。

3.13　緊急事態とは、社
会的に問題となる不正な
取引や無責任な行動に組
織の経営幹部が関わって
いる状況を指す。この場
合、一般的な倫理法令遵
守マネジメント・システ
ムだけでは十分に機能し
ないため、組織は、緊急事
態に対処するための手順
を確立し、維持しなけれ
ばならない。
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4.　倫理法令遵守マネジメント・システムの要求事項

4.1　一般要求事項
　組織は、倫理法令遵守
マネジメント・システムを
確立し、維持し、継続的に
改善しなければならない。
その要求事項は、すべてこ
のセクション４で示される。

4.2　倫理法令遵守の
基本方針と具体化
4.2.1　倫理法令遵守
の方針策定
　経営層は、次の事項を
含む組織の倫理法令遵守
の基本方針を定めるとと
もに、これを実行し維持し
なければならない。

ａ） 組織が、自らの伝統や
経営理念に基づいて実践
しようとする倫理規範。

ｂ） 組織が取り組む仕事
の内容、規模、扱うモノや
サービスなどを考慮して、
特に注意を要する中心的
な関係法令やルール。

ｃ） 組織の倫理的風土の
継続的改善と不正防止・
責任体制の確立に取り組
むことを表明した文言。

4.2.2　倫理方針の公
開と遵守マニュアルの
作成
　組織は、倫理方針を具
体的に文書化し、組織メ
ンバーに周知するとともに、
直接・間接の利害関係者
が、また一般の人々が入手

できるような措置を講じ
なければならない。その場
合、倫理方針文書あるい
は倫理綱領などの形で公
表することが求められる。

　なお、必要とあれば、各
職場や業務内容に応じて、
倫理綱領の内容をさらに
具体化した各種遵守マニ
ュアルなどを作成・管理し、
維持しなければならない。

4.3　計画
4.3.1　実施計画
　組織は、倫理方針を踏
まえ、それを組織内に浸
透させる手順を策定しな
ければならない。それは、
以下の事項を含む。

ａ） 倫理法令遵守に関す
る教育・トレーニングにつ
いての計画。この中には、
たとえば、教育用マテリア
ルの作成なども含まれる。

ｂ） 倫理法令遵守に関す
る報告・相談業務につい
ての改善計画。

ｃ） 倫理法令遵守に関す
る監査についての計画。こ
の中には、たとえば、これ
までに提起され、見直しが
施された問題に対する再
監査も含まれる。

ｄ） この他、社会環境・法
的環境の変化に対応して、
あるいは経営層や関連部
署からの指示を受けて行
なわれる是正・改訂など

の実施計画。

4.3.2　法令およびそ
の他関連する規則やル
ール
　組織は、事業活動、扱う
モノやサービスなどに関
連する法令やその他ルー
ルを全体的に整理し、い
つでも参照できる手順を
確立し維持しなければな
らない。これは、倫理綱領
や各種遵守マニュアルな
どとは別に用意しなけれ
ばならない。

4.3.3　内部規程
　組織は、倫理法令遵守
を確実なものとするため
の内部規程を策定し維持
しなければならない。その
規程は、以下の事項を含
む。

ａ） 倫理法令遵守に関連
する問題を扱う部署につ
いての規程。ある単一の
部署に教育・報告相談・監
査・日常的な是正措置・文
書管理などの業務を集中
させてもよいし、また複数
の担当を設け業務を分割
してもよい。各組織の実情
に即し、しかも実質的に機
能する体制を構築するこ
と。

ｂ） 倫理法令遵守に関連
する問題を扱う部署と、取
締役（会）などの最高意思
決定部門との関係につい

ての規程。

ｃ） 組織から独立した第
三者機関や中立的な専門
家の活用に関する規程。
それは、各組織の実情に
応じた、実質的に機能す
る体制であることを前提
とする。

ｄ） 組織の各部門および
階層における倫理法令遵
守の権限および責任につ
いての規程。

ｅ） 倫理法令遵守に関す
る教育・トレーニングにつ
いての規程。たとえば、担
当部署、教育頻度、教育対
象などに関する規程。

ｆ） 倫理法令遵守に関す
る報告・相談業務につい
ての規程。たとえば、担当
部署、報告・相談を実施す
る場合の守秘義務やプラ
イバシー保護などに関す
るルール。

ｇ） 倫理法令遵守に関す
る監査についての規程。た
とえば、監査実施の手順、
監査実施部門の独立性に
関する規程。

ｈ） 倫理法令遵守違反に
関する罰則についての規
程。

ｉ） 不正行為や問題ある
取引などが組織内で発覚
した場合の手順について
の規程。

ｊ） 日常的な是正措置を
とる場合の一般的な手順
についての規程。



r-BEC | ECS2000 v1.2

7
　組織は、事業内容や社
会的要請・法令の変更な
どに応じて、倫理法令遵守
が確実に実施されるよう
内部規程を改訂していか
なければならない。

4.4　実施と運用
4.4.1　体制と責任
　組織は、効果的な倫理
法令遵守マネジメント・シ
ステムを確立するため、当
該業務を専門的に行なう
部署（一部署でも複数部
署でもよい）を組織内に設
置しなければならない。ま
た、当該部署の役割、責
任および権限を定め、文
書化し、これを組織メンバ
ーに伝達しなければなら
ない。この部署の責任者
は役員以上とする。

　当該部署は、以下のよ
うな業務を専門的に行な
う。

ａ） 倫理方針の管理と改
訂。

ｂ） 計画の実施。この中に
は、状況に応じた計画の見
直しも含まれる。

ｃ） 法令およびその他ル
ールの管理。

ｄ） 内部規程の管理と改
訂。

ｅ） 教育訓練の実施、報
告相談業務、その他関連
部署（たとえば、法務部、
経理部、監査部、人事部、

総務部、企画部など）との
調整。

ｆ） 各部門や階層におけ
る倫理担当者とのコミュニ
ケーション。

　この他、必要とされる
場合には、当該部署がこ
れら業務に関しての改善
や改訂に関する提言を経
営層に対して行なう。その
提言は文書として記録し
保存しなければならない。

　なお、組織は、当該部
署に対し、倫理法令遵守
の実施および管理に必要
な経営資源を用意しなけ
ればならない。さらに、当
該部署の責任者と協議の
上、本規格の内容を理解
し実践する能力をもった
複数の担当者を指命し、
倫理法令遵守の実施およ
び運用に関する責任と権
限を与え、これら担当者を
中心とした「組織としての
体制」を整えなければな
らない。

4.4.2　教育と訓練
　組織は、内部規程に従
って、倫理法令遵守教育
を体系的に実施していか
なければならない。とりわ
け、社会的影響の大きな
部署、職務の性質から、と
もすると問題を起こしや
すい部署、過去に問題の
あった部署などで働くメ
ンバーに対しては、その部
署の実情に合った具体的

なトレーニングを用意す
ることが求められる。

　組織は、関連する各部
門および階層において、次
の事項を周知徹底させる
ための手順を確立し維持
しなければならない。

ａ） 倫理方針および倫理
綱領、倫理法令遵守マネ
ジメント・システムの要求
事項に従うことの重要性。

ｂ） 不正な商慣習や各人
の無責任な行動が組織に
与えるマイナスの影響が大
きいこと。また逆に倫理的
に振舞うことで社会の高
い信認が得られること。

ｃ） 倫理方針および倫理
綱領、倫理法令遵守マネ
ジメント・システムの要求
事項を遵守していく上で
の各人の役割や責任。

ｄ） 倫理綱領や各種遵守
マニュアルから逸脱した際
に各人に適用される罰則。

4.4.3　コミュニケーシ
ョン
　組織は、教育や訓練に
よる上からの情報伝達に
加え、倫理法令遵守に関
して、組織内外の報告や
相談に応ずる体制を構築
しなければならない。それ
は、以下の事項を含む。

ａ） 組織内の倫理法令遵
守に関するコミュニケーシ
ョンを促す目的で、報告や

相談に応ずる窓口（レポー
ティング・システム）を設
けること。

ｂ） 組織内における報告
相談制度を補う目的で、定
期的に組織メンバーの意
識調査などを実施するこ
と。 その中にはリスク把握
を目的としたものが含まれ
る。

ｃ） 組織内における報告
や相談、意識調査の結果
などを文書化する手順を
確立し維持すること。

ｄ） 外部の利害関係者か
らの問い合わせがあった
場合、それを受け付け、そ
の内容を文書化すること。

ｅ） 対応の結果を問い合
わせた本人や部署（外部
機関）に知らせる必要があ
ると判断される場合には、
これを行なうこと。

ｆ） 報告や相談を行なっ
た本人や部署（外部機関）
の了承が得られない限り、
そのプライバシーを保護
すること。

4.4.4　倫理法令遵守
マネジメント・システム
文書
　組織は、紙面や電子情
報の形式で、倫理法令遵
守マネジメント・システム
の核となる文書とその相
互関係を記したものを作
成し、それを維持しなけれ
ばならない。これにより、
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必要とされる関連文書が
組織のどこにあるかを明
示しなければならない。核
となる文書および関連文
書とは、倫理方針、倫理綱
領、各種遵守マニュアル、
実施計画、内部規程を
指す。

4.4.5　文書管理
　組織は、次の事項が確
実に行なわれるよう、核と
なる文書および関連文書、
その他付随文書を管理す
る手順を確立し維持しな
ければならない。

ａ） 文書の所在が分かる
こと。

ｂ） 倫理法令遵守マネジ
メント・システムが効果的
に機能するために不可欠
の業務が行なわれている
すべての場所で、文書の最
新版が利用できること。

ｃ） 廃止文書は、すべての
発行部署および使用部署
から速やかに撤去するこ
と。撤去しない場合には、
意図しない形でそれが使
用されないよう、的確な措
置を講ずること。

ｄ） 法律上の必要、あるい
は情報保存の目的で保管
するすべての廃止文書は、
適切に識別・整理しておく
こと。

ｅ） 文書は読みやすく、容
易に識別できるよう日付
などを記入し、順序よく整

理し、指定の期間保管す
ること。

4.4.6　運用管理
　組織は、倫理綱領や各
種遵守マニュアルから逸
脱する行為があるとの相
談や報告を受けた場合、
ただちに関連部署と連携
をとりながら事実関係を
調査し、問題事項に関して
適切な措置を講じなけれ
ばならない。

　問題事項には、組織内
部で処理できるものと、組
織外部に公表しなければ
ならないものとがある。そ
れを判断するための手順
を確立し維持しなければ
ならない。いずれの場合も、
その過程と措置は文書
化し保管しなければなら
ない。

　なお、報告や相談を行
なった本人や部署に対して
何らかの報復が加えられ
た場合、その事実関係を
調査した上で、それを回復
させるための措置を講じ
なければならない。

4.4.7　緊急事態への
準備と対応
　組織は、経営幹部が不
正に関与するという緊急
事態が起こる可能性を考
慮し、そうした事態が実際
に起こった場合の対処に
関する手順を確立し維持

しなければならない。また
組織は、実際に緊急事態
が発生しているとの情報
を得た場合、その情報を経
営側に伝え、経営側への
報告という事実そのもの
を記録に残さなければな
らない。

4.5　監査と是正措置
4.5.1　モニタリングと
評価
　組織は、日常的な活動
として、社会的に大きな影
響を及ぼす可能性をもっ
た業務、組織メンバーから
報告や相談のあった事項、
また関連する法令やその
他ルールの遵守状況等に
関して、モニタリング（内
部監視）を実施し評価す
る手順を確立し維持しな
ければならない。

4.5.2　是正と予防措
置
　実際の組織行動が倫理
方針や倫理綱領、各種遵
守マニュアルから逸脱して
いる事実、あるいは実施
計画や内部規程などに反
した運用が行なわれてい
る事実が判明した場合、
組織は、そうした事態に至
った背景を調査し、同様の
問題が起こらないようマ
ネジメント・システムその
ものの改善を含めた措置
を講じなければならない。

　なお、実際に起こった不
適合および潜在的な不適
合の原因を除去するため
の是正および予防措置は、
問題の重大さに相応する
ものでなければならない。

4.5.3　記録
　組織は、教育トレーニン
グ、報告相談、問題行為に
関する処分や対応、監査
結果、意識調査結果、是正
や見直しなど、倫理法令遵
守活動の過程で生じた出
来事を記録にとどめ、さら
に、その記録の識別、保存、
廃棄に関する手順を確立
し維持しなければならな
い。ただし、プライバシー
の保護、守秘義務を負う記
録については、それに適し
た記録体制を構築し維持
しなければならない。

4.5.4　倫理法令遵守
マネジメント・システム
監査
　組織は、定期的な倫理
法令遵守マネジメント・シ
ステム監査を実施するた
めの手順を確立し維持し
なければならない。かか
る監査の目的は、倫理法
令遵守マネジメント・シス
テムが、本規格の要求事
項に合致しているかどうか
を確認すること、倫理法令
遵守マネジメント・システ
ムが適切に構築され維持
されているかどうかを確
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認することであり、監査の
結果を経営層、倫理法令
遵守の専門部署、および
被監査部署に伝えること
である。

　監査を包括的なものと
するため、監査手順は、範
囲、頻度、方法などを含ん
でいなければならない。
また監査手順は、監査を
行なう上での、あるいは結
果を報告する上での責任
と権限を含んでいなけれ
ばならない。なお、倫理法
令遵守マネジメント・シス
テム監査に関する要求事
項は、外部の第三者機関
に対する監査の委託を阻
むものではない。

4.6　経営層による見直し
　組織の経営層は、倫理
法令遵守マネジメント・シ
ステムを適切・妥当・有効
なものとするため、自らが
定めた間隔で、このマネジ
メント・システムを見直さ
なければならない。組織
は、経営層がこうした評価
および見直しを行なえる
よう、必要な情報を体系
的に収集・整理しなけれ
ばならない。

　経営層は、倫理法令遵
守マネジメント・システム
監査の結果に照らし合せ
ながら、また変化する状
況や継続的な改善という
目的を念頭に置きながら、
必要があれば、倫理方針、

倫理綱領、内部規程、教
育訓練、報告相談制度な
どを変更していかなけれ
ばならない。

4.7　緊急事態後の抜本
的な見直し
　経営幹部が不正に関与
するという緊急事態を組
織が経験した場合、事態
が収拾した段階で、外部
機関によるコンサルテー
ションなどを受け、組織の
抜本的改革に着手するこ
とが求められる。
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ここに公表する「倫理法令遵守
マネジメント・システム規格」
（ＥＣＳ２０００）とは「ＥＣ
Ｓ２０００プロジェクト」が
以下の２つの目的の下に作成
した企業倫理とコンプライア
ンス（法令遵守）に関する一般
基準です。同プロジェクトの趣
旨は、現在、麗澤大学企業倫理
研究センターに引き継がれてい
ます。

① 企業その他組織による倫理
法令遵守体制の確立を支援し、
公正かつ責任あるビジネスの実
践を促すこと。

②「倫理法令遵守マネジメント・
システム」の構築と普及を通し
て、倫理的な企業その他組織が、
より正当に評価され、明確な形
で報われるビジネス社会を建設
していくこと。

ＥＣＳ２０００について 問い合わせ

本文書およびＥＣＳ２０００に
関する問い合わせは、以下まで
お願い致します。

〒２７７－８６８６

千葉県柏市光ケ丘２－１－１

麗澤大学企業倫理研究センター
（Ｒ -ＢＥＣ）

電　　　話：0471-73-3402

ファックス：0471-73-3403


